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2面に、右記内容の記事が掲

載されました。「年内に工程

表作成」とは、7/17閣議決

定の「経済財政運営と改革の

基本方針 2020」を踏まえ

た記事と推察されますが、8

月 31 日に厚労省は、「具体

的対応方針の再検証等の期

限について」（裏面参照）を

各都道府県知事あてに発出

しました。いずれにせよ、病院再編の具体化を中止するどころか、引き続き「地域医療構想」

に基づく病院再編に向けて進行しているということです。 また、8/14開催された「第 26

回地域医療構想ＷＧ」の議事録が公表されました。この中で、下記の意見が構成員より出さ

れています。これらの意見は承認されてはいませんが、否定もされていません。つまり、厚

労省がこれらの意見を採用すれば、今後の施策の具体化の中に反映されるということになり

ます。 

【その他】 

（小熊構成員） 平時の医療と非日常（非常時）の医療を今後区別して検討する必要あり。 

（織田構成員） 新型コロナウイルス感染症の感染拡大は進行中であり、「感染症危機管理」を、来年 4 月に予

定されている都道府県の医療計画中間見直しまでに、5 疾病 6 事業として早急に検討すべきである。その上で

地域医療構想調整会議において、緊急時としての病床確保や人的資源も考慮した具体的対応策、並びに役割分

担をフェーズ毎に決めなくてはならない。また、同時に地域医療が混乱しないように地域住民に周知するシス

テム構築も急がれる。これから頻回の議論を要するのであれば、「地域医療構想ワーキンググループ」はじめ

各種検討会は、行政側から率先してオンライン化、デジタル化を進めることが重要であり、対面での会議から

から Zoom での開催に切り替えていくことが望ましい。 

（猪口構成員） 本ワーキンググループにおいて、新型コロナウイルス感染症を含む新興・再興感染症への各

医療機関の対応や対応病棟への転換予定等を含めた調査を行ってはどうか。地域医療構想調整会議において

も、構想区域内の新型コロナウイルス感染症も含めた新興・再興感染症対策の議論が必要とされている状況で

あり、重要な調査と思料する。ただし、病床機能報告の回答は全て公開される以上、風評被害を防ぐためにも、
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別立ての独自調査とすべきである。例えば、現状の病床機能報告に加えて、新興・再興感染症に対応する病床

を現状どの程度整備しているか、6 年後どの程度整備する予定かを調査してはどうか。さらに、特に公立・公

的医療機関等においては、現在の休棟病棟のうち、新興・再興感染症対応として活用することを想定している

病床はどの程度か、を調査としてはどうか（対象病床は、感染症病床に限定せず、一般病床等とする）。なお、

現時点では判断できない場合も十分考えられるため、継続的に調査を行っていくべきである。 

（猪口構成員） 今後起こりうる新興・再発感染症に備えて、有事に対応できる入院医療提供体制のあり方、

公立・公的医療機関等と民間医療機関との役割分担および連携のあり方について本ワーキンググループでスピ

ード感を持って議論を深めていくべきであると考える。 （＊傍線は長尾） 

 

 


